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平成19年 6 月 6 日

〒530－8565
大阪市北区西天満二丁目４番４号

積水化学工業株式会社
代表取締役社長 大久保尚武

第85回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
さて、当社第85回定時株主総会を後記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま

すようご案内申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使するこ

とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平成19年 6 月
27日（水曜日）午後 5時30分までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

〔郵送による議決権行使の場合〕
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到

着するようご返送ください。

〔インターネット等による議決権の行使の場合〕
当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただき、

同封の議決権行使書用紙に表示された「ログインＩＤ」および「パスワード」をご利用の
うえ、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。
インターネット等による議決権行使に際しましては、45ページの「インターネット等に

よる議決権行使についてのご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
なお、議決権行使書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合

は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたします。
敬　具具

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

本定時株主総会の日時、場所および会議の目的事項は、２ページに記載のとおりであります。
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。
◎株主総会終了後、大阪本社２階ショールームにおきまして、積水化学グループの製品展示会を開催い
たしますので、あわせてご覧くださいますようご案内申しあげます。
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.sekisui.co.jp/）に掲載させていただきます。

証券コード４２０４
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剰余金の処分の件

定款一部変更の件

取締役21名選任の件

監査役２名選任の件

役員賞与支給の件

取締役および監査役の報酬等の額改定の件

ストックオプションとして新株予約権を発行する件

以　上

決議事項

第1号議案

第2号議案

第3号議案

第4号議案

第5号議案

第6号議案

第7号議案

１．第85期（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）事業報告、連結

計算書類および計算書類報告の件

２．会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

別添の「積水化学グループ報告書２００７」に積水化学グループの業績、経営課題
への取り組みなどについて記載いたしておりますので、あわせてご参照ください。

3. 会議の目的事項

報告事項

記

平成19年 6月28日（木曜日）午前10時

大阪市北区西天満二丁目４番４号（堂島関電ビル）
積水化学工業株式会社　大阪本社11階　社員ホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

1. 日　　　時

2. 場　　　所
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添付書類

１．積水化学グループの現況に関する事項

（1）事業の経過およびその成果

2006年度は、2008年度に営業利益750億円、営業利益率7.5％達成を目標とする中期経営
ビジョン「GS21-Go！フロンティア」の初年度として、成長フロンティアの開拓に全力を
あげて取り組んでまいりました。環境・ライフラインカンパニーの水環境ソリューショ
ン事業や高機能プラスチックスカンパニーの重点戦略分野を中心に、海外事業の布石を
着実に打ち、グローバルレベルでの競争力を強化いたしました。また、2006年10月には、
医療用検査薬の大手である第一化学薬品株式会社を買収し、メディカル分野の事業拡大
を図りました。一方、住宅カンパニーはリフォームを中心とする住環境事業が好調だっ
たものの、住宅事業の収益環境は厳しい局面が続き、苦戦いたしました。これらの結果、
2006年度の売上高は、前年度を4.6％上回る9,261億円となりました。利益面につきまして
は、営業利益は前年度を12.1％上回る451億円、経常利益は前年度を7.1％上回る469億円、
当期純利益は前年度を26.2％上回る255億円となり、増収増益とすることができました。
2006年度における部門別の状況は、次のとおりです。

＜住宅カンパニー＞
住宅事業は、高性能・高付加価値住宅の訴求を推し進め、新築住宅の受注金額は前年

度比2.5％増となりました。住環境事業は、リフォーム分野の受注金額が前年度比11.5％
増となるなど好調に推移しました。これらの結果、売上高は前年度比0.7%増の4,304億円
となりました。一方、営業利益は、収益体質の改善に取り組んだものの前年度比2.4％減
の143億円にとどまり、増収減益となりました。

＜環境･ライフラインカンパニー＞
主力の塩化ビニル管事業、建材事業が原材料価格高騰の影響を受け、やや苦戦しまし

たが、旺盛なＩＴ関連の設備投資需要によりプラント資材事業が超純水用パイプ・バル
ブを中心に売上を大幅に拡大したことに加え、海外事業も順調に売上を伸ばしました。
これらの結果、売上高は前年度比5.8％増の2,264億円、営業利益は前年度比8.4％増の112
億円となり、増収増益となりました。

＜高機能プラスチックスカンパニー＞
車輌分野は、自動車用合わせガラス用中間膜や発泡ポリオレフィン製品が国内外とも

に順調に推移しました。ＩＴ分野につきましても、液晶用微粒子製品や高機能樹脂を中
心に好調に推移しました。メディカル分野は、連結子会社化した第一化学薬品株式会社
の貢献により、収益を大きく伸ばしました。その結果、2006年度の売上高は前年度比
12.4％増の2,454億円、営業利益は前年度比18.2％増の206億円となり、増収増益となりま
した。

平成18年 4月 1日から

平成19年 3月31日まで

事　業　報　告

（ ）
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＜その他事業＞
その他の事業の売上高は、前年度比2.7％減の496億円、営業損失は前年度より15億円の改

善となる 8億円となりました。

（2）設備投資等の状況

設備投資につきましては、環境・ライフラインカンパニー、高機能プラスチックスカ
ンパニーの海外生産設備の増強を中心に、総額363億円（前年度比28.2％増）を投資しま
した。

（3）資金調達の状況

2006年度においては、増資および社債の発行による重要な資金調達は行いませんでした。

（4）対処すべき課題

積水化学を取り巻く事業環境は、ますます競争が激化しており、引き続き、厳しい状
況が続くと思われます。
このような状況の下、積水化学は2008年度に営業利益750億円、営業利益率7.5％達成を

目標とする中期経営ビジョンを強力に推進しております。
中期経営ビジョン 2年目となる2007年度のポイントは、次の 3点です。

①海外フロンティアの開拓
これまで戦略的に取り組んできた海外フロンティアの開拓をさらに進めます。ビジネ

スチャンスに恵まれた中国、北米、欧州など成長性の高い市場に戦略的な投資を行い、
世界的な競争力を高めてまいります。さらに、新たなビジネスチャンスに恵まれた地域
や国々を捉えて、戦略的な投資を行ってまいります。

②経営効率の向上
住宅カンパニーにおいては、 東京、名古屋、大阪エリアを広域販社体制に移行し、販

売力の強化を図るとともに、経営資源の最適配置と組織のスリム化による徹底した経営
効率化を強力に推進してまいります。
また、モノづくりを支える生産現場においては、抜本的な「モノづくり革新」を実施

することにより、戦略的なコストダウンを図ってまいります。

③ＣＳＲ（企業の社会的責任）経営の強化
積水化学グループは、ＣＳＲの考え方を常に念頭に置き、「環境」「ＣＳ品質」「人材」

の際立ちを追求することにより、社会の期待にお応えするとともに社会から尊敬される
企業を目指してまいります。「環境」面では、事業活動により発生する二酸化炭素（ＣＯ2）
の排出量の低減に取り組むとともに、「環境貢献製品」の比率をさらに拡大いたします。
「ＣＳ品質」面では、基礎品質を盤石化するとともに、お客様にお喜びいただける製品の
提供を目指します。「人材」面においては、女性や高齢者の活用、海外における人材のマ
ネジメント強化に取り組んでまいります。



売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

総 資 産

純 資 産

１ 株 当 た り 純 資 産
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第81期は、戸建て住宅や公共投資の需要低迷などの影響により、積水化学グループおよび
当社ともに減収となりましたが、IT分野など成長分野の拡大に加え、固定費の削減、資産圧
縮などの効果により、積水化学グループおよび当社の経常利益、当期純利益は、前期の実績
を大幅に改善しました。

第82期は、液晶関連を中心としたIT分野の製品や自動車向け合わせガラス用中間膜などの
製品の販売が好調だったほか、主力事業の競争力強化、事業構造改革推進などの効果により、
積水化学グループおよび当社の営業利益、経常利益、当期純利益は、前期の実績を大幅に上
回りました。

第83期は、住宅事業、給排水事業、液晶用微粒子製品や高機能樹脂などのIT関連分野、合
わせガラス用中間膜などの車輌材料分野などの主力事業に経営資源を集中したことにより、
積水化学グループおよび当社の営業利益、経常利益、当期純利益は、前期の実績を大幅に上
回りました。

第84期（当期）につきましては、前記（１）「積水化学グループの営業の経過および成果」
に記載のとおりであります。

（5）財産および損益の状況の推移

（注）1． 1 株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき算出し、1株当たり純資産は期末発行
済株式総数に基づき算出しております。また、期中平均発行済株式総数および期末発行済株式
総数については、自己株式数を控除した株式数を用いています。

（注）2．第85期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5号）および
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8
号）を適用しております。
上記表中「純資産」に関しては、第84期までは資本の部の合計金額を、第85期は純資産の部の
合計金額を記載しております。

区　　　分

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（円）

（百万円）

（百万円）

（円）

814,863

23,080

27,490

15,019

28.00

748,790

291,756

548.16

856,935

36,445

37,986

22,286

41.48

748,798

310,196

582.42

885,067

40,287

43,801

20,229

37.78

808,357

377,205

711.54

926,163

45,157

46,910

25,538

48.19

879,153

413,141

761.69

第82期

（平成15年度）

第83期

（平成16年度）

第84期

（平成17年度）

第85期（当期）

（平成18年度）



－6－

（注）１．平成18年10月 2 日、高機能プラスチックスカンパニーのメディカル事業を拡大するため、第一製薬株式会社が保有する第一化学
薬品株式会社の全株式を取得し、第一化学薬品株式会社は当社の重要な子会社となりました。

２．セキスイハイム信越株式会社の株式を追加取得し、当社の出資比率は100％となりました。
３．積水テクノ成型株式会社は、その事業規模、内容などを勘案して、当事業年度より当社の重要な子会社といたしました。

（6）重要な子会社等の状況
①重要な子会社の状況

会　　社　　名
百万円 ％

資本金 出資比率 主要な事業内容

千米ドル

8,421

100

100.0

51.0

米国の関係会社の管理

合成樹脂製品の製造、加工、販売

徳 山 積 水 工 業 株 式 会 社 塩化ビニル樹脂の製造、販売1,000 70.0
第 一 化 学 薬 品 株 式 会 社 医薬品、試薬等の製造、販売1,275 100.0

672 88.4

600 100.0
450 100.0

パイプ、射出成型品等の製造、販売
各種合成樹脂製品の製造、加工、販売

肥料・農薬等の仕入、販売およびプラスチック
食品容器の製造、販売

株 式 会 社 ヴ ァ ン テ ッ ク

ヒ ノ マ ル 株 式 会 社

積 水 成 型 工 業 株 式 会 社

360
350
300
300

300
300
300

200

300

200
200
200
200
200
200
200

200

100.0
100.0
100.0
100.0

100.0
100.0
100.0

100.0

100.0

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

78.9

合成樹脂製品の製造、加工、販売
住宅用設備機器の組立、加工、販売

ユニット住宅用部材の製作、販売
ユニット住宅用部材の製作、販売

建築工事の請負および不動産の販売
建築工事の請負および不動産の販売
建築工事の請負および不動産の販売

建築工事の請負および不動産の販売

建築工事の請負および不動産の販売

建築工事の請負および不動産の販売
建築工事の請負および不動産の販売
建築工事の請負および不動産の販売
建築工事の請負および不動産の販売
建築工事の請負および不動産の販売
建築工事の請負および不動産の販売
建築工事の請負および不動産の販売
各種産業プラントの建設、給排水タンク等
水環境設備の製作、販売、工事

積 水 フ ィ ル ム 株 式 会 社
積 水 ホ ー ム テ ク ノ 株 式 会 社

400 60.0 工業用および一般用接着剤の製造、販売積 水 フ ー ラ ー 株 式 会 社

東 京 セ キ ス イ 工 業 株 式 会 社
関 西 セ キ ス イ 工 業 株 式 会 社

セキスイハイム信越株式会社
名古屋セキスイハイム株式会社
セキスイハイム中国株式会社

300 100.0 建築工事の請負および不動産の販売セキスイハイム九州株式会社
北海道セキスイハイム株式会社

セキスイハイム東北株式会社

セキスイハイム東京株式会社
セキスイハイム神奈川株式会社
セキスイハイム千葉株式会社
セキスイハイム埼玉株式会社
セキスイハイム京滋株式会社
セキスイハイム大阪株式会社
セキスイハイム阪奈株式会社

200 100.0 合成樹脂製品の製造、加工、販売積 水 テ ク ノ 成 型 株 式 会 社

積水アクアシステム株式会社

セキスイ・アメリカ・コーポレーション

映 甫 化 学 株 式 会 社
億ウォン
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住 宅 カ ン パ ニ ー

そ の 他 事 業

環境・ライフライン

カ ン パ ニ ー

高機能プラスチックス

カ ン パ ニ ー

（7）主要な事業内容

積水化学グループの主要な事業および営業品目は次のとおりであります。

主　要　営　業　品　目事　業

鉄骨系ユニット住宅「セキスイハイム」、木質系ユニット住宅「セキ
スイツーユーホーム」、分譲用土地

リフォーム、インテリア、エクステリア、不動産

介護・高齢者施設／設備

プラスチックバルブ、帯電防止用DCプレート、合成木材（FFU）

環境貢献型硬質木材（エコバリューウッド）

住 宅 事 業

水環境ソリュ
ーション事業

機能材ソリュ
ーション事業
ウッドソリュ
ーション事業

Ｉ Ｔ 分 野

車 輌 分 野

機能建材ほか

メディカル分野

住 環 境 事 業

そ の 他

塩化ビニル管・継手、ポリエチレン管・継手、システム配管、管渠更
生材料および工法、強化プラスチック管、建材（雨とい、屋根材）、
浴室ユニット

液晶用微粒子・感光性材料、半導体材料、光学用テープ・フィルム

真空採血管、検査薬、テープ医薬品

合わせガラス用中間膜、発泡ポリオレフィン、車輌用樹脂成型品・両面
テープ

接着剤、マーキングフィルム、耐火テープ･シート、包装用テープ、
包装用・農業用フィルム、プラスチックコンテナ

フラットパネルディスプレイ製造装置、上記部門に含まれない製品やサービス

②重要な関連会社の状況

③その他

技術提携の主要な相手先は、米国のボルテック社（発泡ポリエチレン）であります。

会　　社　　名

積水化成品工業株式会社
百万円 ％

16,533 23.6※

12,334 23.5※ 道路用資材、梱包用資材および店舗用什
器・システムの製造、販売

発泡スチレン成型材料およびスチレン発泡
製品の製造、販売

積 水 樹 脂 株 式 会 社

資本金 出資比率 主要な事業内容

（注）※印は、当社の子会社が所有する株式を含む比率であります。
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＜環境・ライフラインカンパニー＞

営業拠点 当社

子会社

東北支店（仙台市）、東京支店（東京都港区）、中部支店（名古屋市）、近畿
支店（大阪市）、中・四国支店（広島市）、九州支店（福岡市）

株式会社ヴァンテック（東京都目黒区）、積水アクアシステム株式会社（大
阪市）、積水ホームテクノ株式会社（大阪市）

当社生産工場

研 究 所 当社

滋賀栗東工場（栗東市）、群馬工場（伊勢崎市）、東京工場（朝霞市）

京都研究所（京都市）

＜高機能プラスチックスカンパニー＞

営業拠点 当社

子会社

当社生産工場

研 究 所 当社

車輌材料営業部（東京都港区）、電子材料営業部（東京都港区）、メディカル
営業部（東京都港区）、機能材料営業部（東京都港区）

尼崎工場（尼崎市）、武蔵工場（蓮田市）、滋賀水口工場（甲賀市）

水無瀬研究所（大阪府三島郡島本町）

海外拠点 子会社 映甫化学株式会社（韓国）

第一化学薬品株式会社（東京都中央区）、積水フーラー株式会社（大阪市）、
積水フィルム株式会社（大阪市）、積水テクノ成型株式会社（奈良県生駒郡安堵町）

＜コーポレート＞
本　　社

子会社

子会社生産工場

営業拠点

研 究 所 当社

大阪本社（大阪市北区西天満二丁目 4番 4号）
東京本社（東京都港区虎ノ門二丁目 3番17号）

徳山積水工業株式会社（周南市）

NBO開発推進センター（つくば市）

海外拠点 子会社 セキスイ・アメリカ・コーポレーション（米国）

ヒノマル株式会社（熊本市）、積水成型工業株式会社（大阪市）

（8）主要な営業所および工場

＜住宅カンパニー＞

営業拠点 当社

子会社

子会社生産工場

研 究 所 当社

東京支店（東京都港区）、関東支店（東京都港区）、中部支店（名古屋市）、
近畿支店（大阪市）

東京セキスイ工業株式会社（蓮田市）、関西セキスイ工業株式会社（奈良市）

住宅技術研究所（つくば市）

北海道セキスイハイム株式会社（札幌市）、セキスイハイム東北株式会社
（仙台市）、セキスイハイム東京株式会社（東京都渋谷区）、セキスイハイム
神奈川株式会社（横浜市）、セキスイハイム千葉株式会社（千葉市）、セキス
イハイム埼玉株式会社（さいたま市）、セキスイハイム信越株式会社（松本
市）、名古屋セキスイハイム株式会社（名古屋市）、セキスイハイム京滋株式
会社（草津市）、セキスイハイム大阪株式会社（豊中市）、セキスイハイム阪
奈株式会社（大阪市）、セキスイハイム中国株式会社（岡山市）、セキスイハ
イム九州株式会社（福岡市）
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株　　　主　　　名

旭 化 成 株 式 会 社 31,039 千株

26,181

25,592

16,910

16,777

16,448

15,927

13,390

11,708

19,664

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社

積 水 ハ ウ ス 株 式 会 社

日 本 ト ラ ス テ ィ ･ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー 5 0 5 1 0 3

野 村 證 券 株 式 会 社

メロンバンクエヌエーアズエージェントフォーイッツクライアントメロンオムニバスユーエスペンション

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク ア ン ド ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー

持 株 数

（9）従業員の状況

部　　　門

住 宅 カ ン パ ニ ー

環 境 ・ ラ イ フ ラ イ ン カ ン パ ニ ー

高機能プラスチックスカンパニー

そ の 他 事 業

全 社 （ 共 通 ）

合　　　計

従 業 員 数

9,137名

3,616名

5,114名

828名

210名

18,905名

前期末比増減数

17名

119名

815名

△67名

55名

939名

（注）上記のうち、当社の従業員数は2,589名であり、前期末に比べ85名増加しております。

（10）主要な借入先

借　　入　　先

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

農 林 中 央 金 庫

8,000百万円

6,500

6,000

借　入　額

２．会社の株式に関する事項

（1）発行可能株式総数 1,187,540,000株

（2）発行済株式の総数 539,507,285株

（3）株主数 26,932名

（4）大株主
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３．会社の新株予約権等に関する事項

（1）当事業年度末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況

・新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　 835個
・新株予約権の目的となる株式の種類および数　当社普通株式　835,000株

（新株予約権１個につき1,000株）
・取締役、その他役員の保有する新株予約権の区分別合計

（2）当事業年度中に当社従業員等に対して交付した新株予約権の状況

・発行した新株予約権の数　　　 865個
・新株予約権の目的となる株式の種類および数　当社普通株式　865,000株

（新株予約権 1個につき1,000株）
・新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　1,045円
・新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　　平成20年 7月 1日～平成23年 6月30日
・その他取得の条件　
①権利行使時においても当社または当社関係会社の取締役もしくは従業員の地位にあ
ることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役を任期満了により退任
した場合、または定年により退職した場合、その他正当な理由のある場合はこの限
りでない。
②新株予約権の質入、その他一切の処分は、認めない。
・当社従業員等に対して交付した新株予約権の区分別合計

取 締 役

発行年月日
（行使価額）

平成14年 8月 1日
（450円）

平成15年 8月 1日
（453円）

平成16年 8月 2日
（888円）

平成17年 8月 1日
（775円）

平成18年 8月 1日
（1,045円）

行使期間

平成16年 7月 1日
～平成19年 6月30日

平成17年 7月 1日
～平成20年 6月30日

平成18年 7月 1日
～平成21年 6月30日

平成19年 7月 1日
～平成22年 6月30日

平成20年 7月 1日
～平成23年 6月30日

個 数区 分

25個

90個

200個

285個

235個

保有者数

4名

12名

21名

21名

21名

区　分

当社関係会社代表取締役および一部取締役
（当社の役員および従業員を除く。）

当社従業員（当社役員を除く。）

新株予約権の数

410個

455個

交付者数

82名

91名
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４．会社役員に関する事項

（1）取締役および監査役の氏名等

地　　位氏　　名 担当、主な職業および他の法人等の代表状況等

代表取締役社長大 久 保 尚 武

専 務 取 締 役東　郷　逸　郎 住宅カンパニープレジデント

専 務 取 締 役松　永　B 善 高機能プラスチックスカンパニープレジデント

専 務 取 締 役伊　豆　D 次 全社ＣＳ、コンプライアンス担当、法務部担当、ＣＳＲ部長

専 務 取 締 役田　頭　秀　雄 環境・ライフラインカンパニープレジデント

常 務 取 締 役滝　谷　善　行 コーポレートコミュニケーション部担当、経営戦略部長

常 務 取 締 役吉　田　　　健 ＣＴＯ、Ｒ＆Ｄセンター所長

常 務 取 締 役根　岸　修　史 経営管理部長

取 　 締 　 役西　村　泰　一 高機能プラスチックスカンパニーＢＤ関連ビジネスユニット担当、積水フィルム株式会社代表取締役社長

取 　 締 　 役西　村　正　史 住宅カンパニー住宅事業部長

取 　 締 　 役江　夏　雄　二 高機能プラスチックスカンパニーＡＴ関連ビジネスユニット担当、国際部長

取 　 締 　 役平　光　正　昇 環境・ライフラインカンパニー住宅資材関連事業および開発担当、新事業プロジェクトヘッド

取 　 締 　 役丸　下　芳　和 環境・ライフラインカンパニー海外統括、プラント資材事業およびインフラ複合材事業担当

取 　 締 　 役上 坂 外 志 夫 高機能プラスチックスカンパニーＩＴ関連ビジネスユニット担当

取 　 締 　 役宇　野　秀　海 住宅カンパニー技術担当、技術部長

取 　 締 　 役高　下　貞　二 住宅カンパニー企画管理部長

取 　 締 　 役小　林　啓　二 住宅カンパニー住環境事業部長

取 　 締 　 役周　藤　龍　夫 環境・ライフラインカンパニー営業統括、給排水システム事業および建材事業担当

取 　 締 　 役福　田　　　睦 高機能プラスチックスカンパニーＭＤ関連ビジネスユニット担当、メディカル事業部長

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

A 見　浩　三

中 壽 賀　　章

環境・ライフラインカンパニー環境土木システム事業部長

高機能プラスチックスカンパニー開発担当、開発研究所長

常 勤 監 査 役橘　A 克　也

常 勤 監 査 役A 井　正　志

監 　 査 　 役狩　野　紀　昭

監 　 査 　 役國　廣　　　正 弁護士

東京理科大学名誉教授

（注）１．監査役狩野紀昭および國廣　正の両氏は、社外監査役であります。
（注）２．平成18年 6月29日開催の第84回定時株主総会において、新たに小林啓二、周藤龍夫、福田　睦、A見浩三、

中壽賀　章の各氏が取締役に、また、國廣　正氏が監査役にそれぞれ選任され、就任いたしました。
（注）３．平成18年 6月29日開催の第84回定時株主総会終結の時をもって、取締役真鍋豊男、遠藤　玄、安田友彦、

満生英二、松原　博の各氏および監査役A橋良治氏は、それぞれ退任いたしました。
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地　位氏　名 異動後の担当 異動前の担当 異動年月日

高機能プラスチックスカン
パニーＢＤ関連ビジネスユ
ニット担当、積水フィルム
株式会社代表取締役社長

高機能プラスチックスカン
パニーＢＤ関連ビジネスユ
ニット担当

平成18年 9月 1日

取　締　役西　村　泰　一

（注）４．平成18年 7月 1日、伊豆D次、田頭秀雄の両氏が専務取締役に就任いたしました｡
（注）５．当事業年度中の取締役の担当の異動は次のとおりであります。

高機能プラスチックスカ
ンパニーＡＴ関連ビジネ
スユニット担当、国際部
長

高機能プラスチックスカ
ンパニーＡＴ関連ビジネ
スユニット担当、中間膜
事業部長

平成18年 9月 1日

取　締　役江　夏　雄　二

全社ＣＳ、コンプライア
ンス担当、法務部担当、
ＣＳＲ部長

総務・人事部長および環
境経営部長、全社コンプ
ライアンス、環境および
ＣＳＲ担当

平成19年 1月 1日

専務取締役伊　豆　D 次

コーポレートコミュニケ
ーション部担当、経営戦
略部長

経営戦略部長およびコー
ポレートコミュニケーシ
ョン部長

平成19年 1月 1日
常務取締役滝　谷　善　行

ＣＴＯ、Ｒ＆Ｄセンター
所長

ＣＳ品質経営部長および
Ｒ＆Ｄ・テクノロジーセン
ター所長、全社ＣＳ担当

平成19年 1月 1日
常務取締役吉　田　　　健

地　位氏　名 兼職する会社、法人等 兼職の内容

セキスイ･アメリカ･コーポレーション
積水フーラー株式会社

取締役
取締役

専務取締役松　永　B 善

セキスイ･アメリカ･コーポレーション

徳山積水工業株式会社
積水成型工業株式会社

セキスイ･アメリカ･コーポレーション
セキスイ ヨーロッパ Ｂ.Ｖ.

映甫化学株式会社

セキスイハイム東北株式会社
セキスイハイム中国株式会社
セキスイハイム九州株式会社
北海道セキスイハイム株式会社
セキスイハイムクリエイト株式会社

映甫化学株式会社
セキスイ ケミカル オーストラリア ＰＴＹ

取締役

取締役
取締役

取締役社長
取締役社長

監事

取締役
取締役
取締役
取締役
代表取締役

理事
取締役社長

専務取締役

常務取締役

常務取締役

取　締　役

取　締　役

取　締　役

田　頭　秀　雄

滝　谷　善　行

根　岸　修　史

西　村　泰　一

西　村　正　史

江　夏　雄　二

積水（青島）塑膠有限公司 董事長取　締　役丸　下　芳　和

第一化学薬品株式会社
セキスイメディカル電子株式会社

取締役
代表取締役

取　締　役福　田　　　睦

（注）６．上記のほか、取締役および監査役の重要な兼職の状況は次のとおりであります。

（注） ＜取締役＞
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地　位氏　名 兼職する会社、法人等 兼職の内容

積水ハウス株式会社
積水化成品工業株式会社
アルメタックス株式会社
徳山積水工業株式会社
積水フィルム株式会社

監査役
監査役
監査役
監査役
監査役

常勤監査役橘　A 克　也

積水樹脂株式会社
株式会社積水工機製作所
株式会社ヴァンテック
積水ホームテクノ株式会社
セキスイハイム九州株式会社

監査役
監査役
監査役
監査役
監査役

常勤監査役A 井　正　志

（注） ＜監査役＞

（注）橘A克也氏が兼職する積水ハウス株式会社は、当社の事業と同一の部類に属する事業を行っております。

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役に支給した使用人給与賞与相当額161百万円は含まれ
ておりません。

（注）２．報酬等の額には、当事業年度における役員賞与引当金繰入額（取締役21名230百万円、監査役 4名
16百万円）が含まれております。

（注）３．上記のほか、平成18年 7月 7日開催の取締役会決議により、ストックオプションとしての新株予約
権45百万円（報酬等としての額）を取締役21名に付与いたしました。

（決算期後の異動）
平成19年 4月 1日、次のとおり取締役の担当の異動を行いました。

地　位氏　名 異動後の担当、他の法人等の代表状況等

取　締　役平　光　正　昇 株式会社積水インテグレーテッドリサーチ専務取締役

取　締　役西　村　正　史 住宅カンパニープレジデント補佐、中部支店長

取　締　役周　藤　龍　夫
環境・ライフラインカンパニー営業統括、給排水システム事業、建
材事業および住宅資材関連事業担当

取　締　役A 見　浩　三 環境・ライフラインカンパニーウッド事業推進部担当、環境土木シ
ステム事業部長

取　締　役西　村　泰　一 積水フィルム株式会社代表取締役社長

専務取締役松　永　B 善 高機能プラスチックスカンパニープレジデント、ＢＤ関連ビジネス
ユニット担当

取　締　役高　下　貞　二 住宅カンパニー住宅事業部長兼企画管理部長

（2）取締役および監査役の報酬等の額

取締役21名 763百万円

監査役 4名 72百万円（うち社外 2名　21百万円）



－14－

（3）社外役員に関する事項

①当事業年度における主な活動状況

②不正な業務の執行の予防のために行った行為および発生後の対応の概要
社外監査役狩野紀昭、國廣 正の両氏は、日頃から取締役会等において法令遵守・顧客

志向の視点に立った発言を行い、注意を喚起してきました。
平成18年11月14日、当社は、ガス用ポリエチレン管および同継手のガス事業者向け販

売価格についてのカルテルを行った疑いがあることを理由として、独占禁止法第47条第 1
項第 4 号の規定に基づく公正取引委員会の立入検査を受けました。当該事案発生後は、
監査役会の提言に基づいて設置された社外の第三者弁護士を含めた調査委員会において、
國廣 正氏は、調査委員会の一員として当該事案発生の経緯およびその背景にあった会社
の風土や組織体制の問題などを調査し、原因究明と再発防止に向けた取り組みの検討・
取りまとめを行いました。

③責任限定契約の内容の概要
当社定款に基づき、当社が社外監査役の全員と締結した責任限定契約の内容の概要は

次のとおりであります。
社外監査役は、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合において、その

職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第 1項に定める
最低責任限度額を限度として、損害賠償責任を負うものとする。

地　位氏　名 主　な　活　動　状　況

取締役会18回のうち15回に、監査役会15回のうち13回に出席し、主に品
質管理等の専門家としての高い見識と幅広い国際的経験から、議案の審
議に必要な発言を適宜行っております。

監査役就任後、取締役会14回のうち12回に、監査役会11回のすべてに出
席し、主に弁護士としての専門的見地から、当社グループのコンプライ
アンス体制の構築・維持についての発言を適宜行っております。

監　査　役

監　査　役

狩　野　紀　昭

國　廣　　　正

５．会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称
新日本監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額
50百万円

②当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
84百万円

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会計監査人が会社法第340条に規定する解任事由に該当する場合には、監査役

全員の同意に基づき監査役会が解任するほか、会計監査人が職務を適切に遂行すること
が困難と認められる場合には、監査役会の同意または請求により会計監査人の解任また
は不再任に関する議題を株主総会に提案いたします。
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６．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の
適正を確保するための体制

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

社長が委員長をつとめるＣＳＲ委員会において、取締役会の承認を要する「コンプラ
イアンスに関する基本方針等」の審議を行う。また、ＣＳＲ委員会の専門分科会として、
全社コンプライアンス担当役員が委員長をつとめるコンプライアンス分科会を設置し、
当社およびグループ会社におけるコンプライアンス体制の構築および実践を目的として、
コンプライアンスに関する教育、研修等の企画、検討および決定を行う。
また、「積水化学グループコンプライアンス・マニュアル」を制定し、役員および従業

員が法令、定款および企業倫理に従って行動するための指針を提示するとともに、役員
および従業員に対して各種法令および企業倫理に関する研修を集合研修やE－ラーニング
の形で実施する。
加えて、社内通報制度「S・C・A・N（セキスイ・コンプライアンス・アシスト・ネ

ットワーク）」により、コンプライアンス上の問題が生じた場合には、従業員から直接社
内窓口および弁護士窓口に通報できる体制とする。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

「文書管理規則」に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記
録し、適切に保存・管理する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「積水化学グループ危機管理要領」を制定し、当社およびグループ会社の役員および従
業員に周知徹底することで、リスクの発生防止に努めるとともに、重大なリスクが発生
した場合は、当該危機管理要領に基づき緊急対策本部を設置し、迅速かつ的確な対応を
行う。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会を月 1 回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、
当社の経営方針および経営戦略に関わる重要事項については別途政策会議において議論
を行い、その審議を経て取締役会決議により執行決定を行う。
また、カンパニー制を導入することによって権限委譲を実施し、各カンパニーにおい

て迅速な意思決定がなされるようにカンパニーボードを設置する。加えて、カンパニー
内の幹部会や支店長会等を随時開催し、職務執行の責任者である取締役に対して報告を
迅速かつ的確に行う。

（5）当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を
確保するための体制

当社およびグループ会社は、グループ全体の企業価値の向上を図り、社会的責任を全
うするために、グループ経営理念に基づき「企業行動指針」を策定し、当社とグループ
会社間の指揮・命令、意思疎通の連携を密にしている。また、当社はグループ会社に対
して指導・助言・評価を行いながら、グループ全体としての業務の適正を図る。
グループ会社の経営管理については、監査役および監査室等によるモニタリングを行

うとともに、「関係会社取扱規則」および「関係会社決裁基準要項」等によるグループ会
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社から当社への決裁・報告制度を充実させる。
加えて、当社およびグループ会社で不祥事が発生した場合には、必ず管轄カンパニー

またはコーポレートのコンプライアンス推進部会に内容を報告し、当該推進部会がコン
プライアンス分科会事務局に連絡することにより、情報が全社コンプライアンス担当役
員に集約されるようにし、再発防止を徹底する。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人（単なる事務処理を行う者ではなく、監査業務
を実際に遂行する者をいう。以下同じ）を要請した場合、監査役と協議の上、使用人を
設置する等、しかるべき対応をとる。

（7）（6）の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合、当該使用人の評価・異動については、
事前に監査役の承認を得るものとする。

（8）取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制

取締役および使用人は、監査役会に対して、下記に掲げる事項について報告する。

①毎月の経営状況として重要な事項

②当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

③リスク管理に関する重要な事項

④重大な法令・定款違反

⑤社内通報制度の通報状況

⑥その他コンプライアンス上重要な事項

また、監査室は、当社およびグループ会社の業務監査および会計監査を行い、監査結
果はその都度、代表取締役および監査役会に報告する。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は各種の重要会議へ出席し、関係会社を含む関係部署の調査、重要案件の決裁
書の確認などにより、その権限が支障なく行使できる社内体制をグループ全体に確立す
る。監査役会では社外監査役を含め、相互の情報提供や意見交換を十分に行う。また、
代表取締役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状
況、監査上の重要課題等について意見を交換し、併せて必要と判断される要請を行うこ
とにより、代表取締役との相互認識を深める。

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

（注）本事業報告中に記載の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しており
ます。
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（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表

純 資 産 合 計

（ 資　産　の　部　） （ 負　債　の　部　）
科　　　　目 科　　　　目金　　　　　額 金　　　　　額

資 産 合 計 ８７９,１５３ 負 債 及 び 純 資 産 合 計 ８７９,１５３
４１３,１４１

流 　 動 　 資 　 産
現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品

販 売 用 土 地

そ の 他 の 棚 卸 資 産

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 負 債
支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

コマーシャルペーパー

１年以内に償還予定の社債

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

完成工事補償引当金

前 受 金

そ の 他

固 定 負 債
社 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

負 債 合 計
（ 純 資 産 の 部　）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
為 替 換 算 調 整 勘 定
新 株 予 約 権
少 数 株 主 持 分

３４０,９８６
２６,０８３

６６,５９０

１１０,１１６

２２

４０,７０４

１９,７７２

４８,８４３

１,２０２

１,１６８

１１,６０９

３,０６１

１３,０９２

△ １,２８２

５３８,１６６
２４５,４８５
８６,７９８

６１,１７６

６７,９５８

２０,１６１

９,３９１

２５,２５２
４,６７４

１８,６３８

１,９３９

２６７,４２８
２４９,４３２

２,１８４

１,５５３

４,１６３

１１,８２９

△ １,７３４

３４１,４１３
１４,９７２

１２４,１５２

５９,３５３

３,０００

１０,０００

２９,７３１

１３,０９６

１１０

１３,４４３

３４５

９３６

３７,８２０

３４,４４９

１２４,５９８
５,６４１

３３,２８９

１８,９２８

６０,６４３

６,０９５

４６６,０１１

３４０,７５９
１００,００２
１０９,４２０
１３７,７１２

△ ６,３７５
６３,０６３
５７,４２７
２１６
５,４１９
７３

９,２４４

（平成19年３月31日現在）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。



金 額科 目

９１０

２,４５０

１,４１４

５,４３５

１,７５７

１９

３３３

６,３４７

４,３３９

１,８００

１,９１３

１５,３２２

△ ２,６３４

９２６,１６３

６５６,５０４

２６９,６５９

２２４,５０１

４５,１５７

１０,２１０

８,４５８

４６,９１０

８,０５３

３８,８５６

１２,６８８

６２９

２５,５３８

（単位：百万円）

連 結 損 益 計 算 書

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 割 引 料

売 上 割 引

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 損 失

構 造 改 善 費 用

減 損 損 失

固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

自　平成18年４月１日（至　平成19年３月31日）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書 自　平成18年４月１日（至　平成19年３月31日）
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平成18年３月31日残高

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注１）

剰余金の配当

役員賞与（注１）

連結子会社増加に伴う

剰余金減少高

連結子会社除外に伴う

剰余金減少高

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目

の当連結会計年度中の

変動額（純額）

当連結会計年度中の

変動額合計

平成19年３月31日残高

１００,００2

１００,００2

－

５４,０５１

５７,４２７

３,３７６

３,３７６

２１５

２１６

１

１

１,１９９

５,４１９

４,２１９

４,２１９

５５,４６７

６３,０６３

７,５９６

７,５９６

－

７３

７３

７３

１０,２５３

９,２４４

△ １,００９

△ １,００９

３８７,４５９

４１３,１４１

△ ３,１８０

△ ３,１８２

△ ３１４

２５,５３８

△ １０１

３１８

６,６６０

△ ５５

２５,６８１

△ ２

１０９,４５６

１０９,４２０

△ ３６

△ ３６

１１８,９０９

１３７,７１２

△ ３,１８０

△ ３,１８２

△ ３１４

２５,５３８

△ ５５

１８,８０５

△ ２

△ ６,６２９

△ ６,３７５

△ １０１

３５４

２５３

３２１,７３８

３４０,７５９

△ ３,１８０

△ ３,１８２

△ ３１４

２５,５３８

△ １０１

３１８

－

△ ５５

１９,０２２

△ ２

連結子会社増加に伴う
剰余金減少高

株主資本

資本金

評価・換算差額等

その他
有価証券
評価差額金

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

新株
予約権

少数株主
持分

純資産
合計

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度中の
変動額合計

連結子会社除外に伴う
剰余金減少高

株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の
変動額（純額）

平成18年３月31日残高

当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注１）

剰余金の配当

役員賞与（注１）

連結子会社増加に伴う

剰余金減少高

連結子会社除外に伴う

剰余金減少高

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目

の当連結会計年度中の

変動額（純額）

当連結会計年度中の

変動額合計

平成19年３月31日残高

連結子会社増加に伴う
剰余金減少高

当連結会計年度中の
変動額合計

連結子会社除外に伴う
剰余金減少高

株主資本以外の項目の
当連結会計年度中の
変動額（純額）

（注）１．平成１８年６月開催の定時株主総会における利益処分項目である。
２．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。



連 結 注 記 表

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数及びその主要な会社名

連結子会社の数　１４７社

主要な連結子会社の名称は以下のとおりである。

第一化学薬品（株）、徳山積水工業（株）、ヒノマル（株）、（株）ヴァンテック、積水成型工業（株）、積水フーラー

（株）、積水ホームテクノ（株）、積水フィルム（株）、東京セキスイ工業（株）、関西セキスイ工業（株）、セキスイ

ハイム東北（株）、セキスイハイム信越（株）、名古屋セキスイハイム（株）、セキスイハイム中国（株）、セキスイ

ハイム九州（株）、北海道セキスイハイム（株）、セキスイハイム東京（株）、セキスイハイム神奈川（株）、セキス

イハイム千葉（株）、セキスイハイム埼玉（株）、セキスイハイム京滋（株）、セキスイハイム大阪（株）、セキスイ

ハイム阪奈（株）、積水アクアシステム（株）、積水テクノ成型（株）、Sekisui America Corporation、映甫化学（株）

当連結会計年度において、第一化学薬品（株）、積水三F股E有限公司の２社について株式を取得したため、

（株）エムアンドエスパイプシステムズ、積水屋根システム（株）、無錫積菱塑料有限公司、積水（青島）塑膠有

限公司、台湾積水化学股E有限公司、Sekisui Voltek California Inc.の６社は重要となったため連結の範囲に含

めている。

また、岐阜セキスイハイム（株）は合併により名古屋セキスイハイム（株）に、岐阜セキスイファミエス（株）

は名古屋セキスイファミエス（株）にそれぞれ統合している。

なお、前連結会計年度において連結子会社であった（株）セキスイビジネスアソシエイツは株式を一部売却し

たため、連結の範囲から除外している。

（２）主要な非連結子会社の名称

セキスイハイムクリエイト（株）、セキスイ管材テクニックス（株）

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の合計の総資産額、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため連結の範囲から除外している。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用会社の数及びその主要な会社名

関連会社　８社

主要な会社の名称は以下のとおりである。

積水化成品工業（株）、積水樹脂（株）

（２）持分法を適用しない主要な会社名等

持分法非適用の非連結子会社（セキスイハイムクリエイト（株）他）及び関連会社（（株）エヌ・ティ・ティ・デー

タ・セキスイシステムズ他）については、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の重要性が無いため持分法の適用範囲から除外している。

３．連結子会社及び持分法適用会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、海外会社の決算日は１２月３１日である。連結計算書類の作成に当たっては、１２月３１日現在の

計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結決算上必要な調整を行っている。なお、

その他の連結子会社並びに持分法適用会社の決算日は連結決算日と同一である。
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４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法

（主として評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…主として移動平均法に基づく原価法

②デリバティブ…時価法

③棚卸資産…主として平均法に基づく原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

建物（建物付属設備を除く）については主として定額法を、その他の有形固定資産については主として定

率法を採用している。なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物 ３～６０年

機械装置及び運搬具 ４～１７年

②無形固定資産

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主とし

て５年）に基づいている。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

②賞与引当金

従業員賞与（使用人兼務取締役の使用人分を含む）の支給に充てるため、主として期末直前支給額を基礎

とした見積額を計上している。

③退職給付引当金

・従業員退職金

従業員退職金の支出に充てるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理している。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理している。

・役員退職慰労金

連結子会社において役員退職慰労金の支出に充てるため、各社の内規に基づき計算された金額の全額を

計上している。

（４）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調整勘定に含めている。

②重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通



常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

③重要なヘッジ会計の方法

a．ヘッジ会計の方法

原則として、時価評価されているヘッジ手段に係る損益又は評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識

されるまで資産又は負債として繰り延べる方法による｡なお、金利スワップのうち「金利スワップの特例

処理」の要件を満たすものについては、金利スワップを時価評価せず、その金銭の受払の純額を当該資産

又は負債に係る利息に加減している。

b．ヘッジ手段とヘッジ対象

（イ）資金の調達に係る金利変動リスク

借入金や社債などをヘッジ対象として、金利スワップ等をヘッジ手段として用いる。

（ロ）外貨建資産・負債に係る為替変動リスク

外貨建の仕入・売上に係る金銭債権債務などをヘッジ対象として、為替予約等をヘッジ手段として用

いる。

（ハ）外貨建の資金の調達に係る金利及び為替変動リスク

外貨建借入金をヘッジ対象として、金利・通貨スワップ等をヘッジ手段として用いる。

c．ヘッジ方針

デリバティブ取引は、業務遂行上、金融商品の取引を行うに当たって抱える可能性のある市場リスクを

適切に管理し、当該リスクの低減を図ることを目的とする場合に限る。

d．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価している。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。

④のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、発生日以後５年間で均等償却している。ただし、その効果の発現する期間の見

積もりが可能な場合には、その見積もり年数で均等償却し、僅少なものについては一括償却している。

⑤消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債については、全面時価評価法を採用している。

６．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更

（１）役員賞与に関する会計基準

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成１７年１１月２９日）を適用して

いる。これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ３４５百万円減少している。

（２）貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成１７年１２

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成１７年１２月９日）を適用している。これまでの資本の部の合計に相当する金額は、４０３,８２３百万円である。

（３）ストック・オプション等に関する会計基準

当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成１７年１２月２７

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１１号　平成１８年５月

３１日）を適用している。

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ７３百万円減少している。
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【連結貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 ４２７,２６９百万円

２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

有形固定資産 ９,８４９百万円

上記に対応する債務

短期借入金 ３,７５４百万円

長期借入金 ４,６３７百万円

その他の負債 ２,５９２百万円

計 １０,９８３百万円

３．偶発債務

（１）保証債務

a．ユニット住宅購入者が利用する住宅ローン １１,１２９百万円

b．従業員持家制度促進のための住宅ローン ２,０４０百万円

c．非連結子会社の借入債務 １２４百万円

計 １３,２９３百万円

（２）社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 １０,０００百万円

４．受取手形割引高 ５３２百万円

５．受取手形裏書譲渡高 ６９百万円

６．退職給付引当金のうち役員分 １,７２６百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 ５３９,５０７,２８５株

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの

平成１９年６月２８日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しており

ます。

①配当金の総額 ４,２４４百万円

②１株当たりの配当額 ８円

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
の配当額

基準日

平成１８年３月３１日

平成１８年９月３０日 平成１８年１２月５日

平成１８年６月３０日

効力発生日

普通株式 ３,１８０ ６円

６円普通株式 ３,１８２３,１８２

６,３６３

平成18年６月29日
定時株主総会

平成18年10月26日
取締役会

計



③基準日 平成１９年３月３１日

④効力発生日 平成１９年６月２９日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及

び数

普通株式 １,２０３,０００株

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 ７６１円６９銭

１株当たり当期純利益 ４８円１９銭

（重要な後発事象に関する注記）

当社の連結子会社であるSekisui America Corporationは、平成19年 4 月 6 日に新たな事業承継会社Allen

Extruders, LLC. を設立し、平成19年 4月12日に同社においてABS系シートメーカーAllen Extruders, Inc. の事業を買

収した。

（１）新会社の概要

①社　　名：Allen Extruders, LLC.

②設立目的：環境・ライフラインカンパニーの海外におけるシート事業を拡大するため

Allen Extruders, Inc. の営業を譲り受け、成形用ＡＢＳ系シートの製造販売を行う。

③事業内容：成形用ＡＢＳ系シートの製造販売

④設立時期：平成１９年４月６日

⑤資 本 金：２,７００万米ドル

⑥株式の取得価額：２,７００万米ドル

⑦出資比率：Sekisui America Corporation１００％出資（同社は積水化学１００％出資の米国子会社)

（２）営業譲受の内容

①営業譲受の相手先：Allen Extruders, Inc.

②営業譲受の目的：環境・ライフラインカンパニーの海外におけるシート事業拡大

③営業譲受する事業の内容：成形用ＡＢＳ系シートの製造販売

④営業譲受の時期：平成１９年４月１２日　

⑤営業譲受の金額：４,６９５万米ドルを基準に売主・買主間で譲渡対象資産価格の調整を行う。

（注）記載金額は全て百万円未満を切り捨てて表示している。
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（単位：百万円）

貸 借 対 照 表 （平成19年３月31日現在）

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
販 売 用 土 地
原 材 料
仕 掛 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
工 業 所 有 権
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
コマーシャルペーパー
１年以内償還予定社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
完 成 工 事 補 償 引 当 金
そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
長 期 預 り 金
繰 延 税 金 負 債
そ の 他 の 固 定 負 債
負 債 合 計
（ 純 資 産 の 部　）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 償 却 積 立 金
土 地 圧 縮 積 立 金
償却資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
新 株 予 約 権

純 資 産 合 計

４,１９７
１５,９６７
６９,２８２
１３,９３８
３,４１５
５,１３１
３,５３７
３４
１７３
５,２７２
１０,１３０
２６,７１５
４,２７７

△３,７０３

４１０,９６２
９４,４３７
２８,３７６
２,７２５
２５,１７３
７２

４,００７
３１,３９４
２,６８６

３,１４１
１２５
２００
２,７２０
９４

３１３,３８３
２１１,００９
９２,８５５
５,８１５
７０３
３,００７
１,２０２

△１,２１１

２,２６４
５９,７３３
２７,０００
３,０００
１０,０００
５,５５５
１５,５７５
６,４１８
１７４
４,４１６
３,６２０
２４７
４９０
５５３

９９,０６９
５,０００
２８,６９６
４５,９９２
１,８７７
１７,１２１
３８１

２３８,１２０

２７５,３４８
１００,００２
１０９,４２０
１０９,２３４
１８５

７２,１６６
１０,３６３
６１,８０３
５０

１,５９９
１,７８４
３９,４７１
１８,８９９
△６,２４０
５５,７９０
５５,７９０
７３

３３１,２１３

１５８,３７１

金　　　　額 金　　　　額

１３９,０５０

資 　 産 　 合 　 計 ５６９,３３３ 負 債 及 び 純 資 産 合 計 ５６９,３３３

科　　　　目
（ 資　産　の　部　）
流 動 資 産 流 動 負 債

科　　　　目
（ 負　債　の　部　）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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科 目 金 額

５,５４２

２,９６６

６９５

２７８

２,１５７

６,１１４

１,６８３

６,２９２

１,２１８

６２４

８,５０９

３,１３１

８,１３５

１９,４２７

７,７９７

１１,６３０

３８０,２４２

２７６,６６１

１０３,５８０

８１,３９５

２２,１８５

２７,５６２

（単位：百万円）

損 益 計 算 書

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

社 債 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 損 失

構 造 改 善 費 用

減 損 損 失

固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

自　平成18年４月１日（至　平成19年３月31日）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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（注）１．平成１８年６月開催の定時株主総会における利益処分項目である。
２．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。

（単位：百万円）

株主資本等変動計算書 自　平成18年４月１日（至　平成19年３月31日）

１００,００２

１００,００２
－

１０９,２３４

１０９,２３４
－

２２２

１８５

△ ３６

△ ３６

１０９,４５６

１０９,４２０

△ ３６

△ ３６

１０,３６３

１０,３６３
－

１,５９９

１,５９９
－

２,１８８

１,７８４

△ １３２

△ ２７２

△ ４０４

３９,４７１

３９,４７１
－

１３,３９８

１８,８９９

１１,６３０
△ ２０７
△ ３,１８２
△ ３,１８０

１３２

２７２

２０

１７

５,５００

６７,１０６

７２,１６６

－
－

１１,６３０
△ ２０７
△ ３,１８２
△ ３,１８０

－

－

－

－

５,０５９

８７

５０

△ ２０

△ １７

△ ３７

株 　 主 　 資 　 本
資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

その他利益剰余金資本金
資本準備金 利益準備金

別途積立金特別償却
積立金

土地圧縮
積立金

償却資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

前期末残高
当期変動額
特別償却積立金
の取崩（注１）
特別償却積立金
の取崩
償却資産圧縮
積立金の取崩（注１）
償却資産圧縮
積立金の取崩
剰余金の配当（注１）
剰余金の配当
役員賞与（注１）
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）
当期変動額合計
当期末残高

特別償却積立金
の取崩（注１）
特別償却積立金
の取崩

償却資産圧縮
積立金の取崩（注１）
償却資産圧縮
積立金の取崩

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

株 主 資 本 評価・換算差額等

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

新株予約権 純資産合計

前期末残高
当期変動額
特別償却積立金
の取崩（注１）
特別償却積立金
の取崩
償却資産圧縮
積立金の取崩（注１）
償却資産圧縮
積立金の取崩
剰余金の配当（注１）
剰余金の配当
役員賞与（注１）
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）
当期変動額合計
当期末残高

特別償却積立金
の取崩（注１）
特別償却積立金
の取崩

償却資産圧縮
積立金の取崩（注１）
償却資産圧縮
積立金の取崩

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

△ ６,４９４

△ ６,２４０

３５４
△ １００

２５４

２７０,０７２

２７５,３４８

３１７
△ １００
１１,６３０
△ ２０７
△ ３,１８２
△ ３,１８０

－

－

－

－

５,２７６

５２,３２０

５５,７９０

３,４７０

３,４７０

５２,３２０

５５,７９０

３,４７０

３,４７０

－

７３

７３

７３

３２２,３９２

３３１,２１３

３,５４４

３１７
△ １００
１１,６３０
△ ２０７
△ ３,１８２
△ ３,１８０

－

－

－

－

８,８２１



個 別 注 記 表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社及び関連会社株式･･･････････････ 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
時価のあるもの･･･････････････････ 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの･･･････････････････ 移動平均法に基づく原価法
２．デリバティブの評価基準及び評価方法･･･････ 時価法
３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製　　　　　品･･･････････････････････ 総平均法に基づく原価法
販 売 用 土 地･･･････････････････････ 個別法に基づく原価法
原　　材　　料･･･････････････････････ 移動平均法に基づく原価法
仕　　掛　　品･･･････････････････････ 移動平均法（一部個別法）に基づく原価法

４．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
建物（建物付属設備を除く）は定額法、その他の有形固定資産は定率法を採用している。
なお、主な耐用年数は以下のとおりである。
建　　物 ３～５０年
機械装置 ４～１７年

無形固定資産
定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づいている｡

５．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金･･･････････････････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

賞 与 引 当 金･･･････････････････ 従業員賞与（使用人兼務取締役の使用人分を含む）の支給に充て
るため、期末直前支給額を基礎とした見積額を計上している。

役 員 賞 与 引 当 金 ･･････････････････ 役員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上している。
完成工事補償引当金･･･････････････････ ユニット住宅の保証期間中の無料補修に備えるため、経験値（期

末以前１年の当該売上高の０.３%）により計上している。
退 職 給 付 引 当 金･･･････････････････ 従業員退職金の支出に充てるため、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上している。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法により費用処理している。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌期から費用処理している。

－28－
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６．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

７．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

８．会計方針の変更
（役員賞与に関する会計基準）

当期より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成１７年１１月２９日）を適用している。これに
より営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ２４７百万円減少している。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成１７年１２月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成１７年
１２月９日）を適用している。これまでの資本の部の合計に相当する金額は、３３１,１３９百万円である。

（ストック・オプション等に関する会計基準）
当期より「ストック･オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成１７年１２月２７日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１１号　平成１８年５月３１日）を適用
している。
これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ７３百万円減少している。

【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２０８,５３０百万円

２．保証債務等
関係会社の金融機関等からの借入に対する保証債務 １１,２３８百万円

ユニット住宅購入者及び従業員持家制度促進の
ための住宅ローンの保証債務

９,９５６百万円

社債の債務履行引受契約に係る偶発債務
第３回公募社債 １０,０００百万円

３．関係会社に対する短期金銭債権 ７９,６０８百万円
関係会社に対する長期金銭債権 ５,７９０百万円
関係会社に対する短期金銭債務 ３４,４１９百万円
関係会社に対する長期金銭債務 ６６４百万円

【損益計算書に関する注記】

関係会社に対する売上高 ２５５,５４５百万円
関係会社からの仕入高 ２１９,３７２百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 １０,４８４百万円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

当期末における自己株式の総数 ８,９７３,３４７株
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【税効果会計に関する注記】

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
１．繰延税金資産

退職給付引当金 １８,５８０百万円
減損損失 ５,１１０百万円
投資有価証券評価損 ２,４４９百万円
その他 ７,５７８百万円
小　　　計 ３３,７２０百万円
評価性引当額 △ ５６７百万円
合　　　計 ３３,１５２百万円

２．繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △３７,８１７百万円
関係会社株式評価差額 △ ４,８５８百万円
固定資産圧縮積立金 △ ２,３２６百万円
合　　　計 △４５,００２百万円

繰延税金負債の純額 △１１,８４９百万円

【リースにより使用する固定資産に関する注記】

期末日におけるリース物件の取得原価相当額 ２,１５２百万円
期末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 １,０９４百万円
期末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 １,０５８百万円

【１株当たり情報に関する注記】

１．１株当たり純資産額 ６２４円１６銭
２．１株当たり当期純利益 ２１円９３銭

（注）記載金額は全て百万円未満を切り捨てて表示している。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成１９年５月１０日
積水化学工業株式会社
取 締 役 会 御 中

新 日 本 監 査 法 人

公認会計士 重　松　孝　司

公認会計士 谷　上　和　範

公認会計士 岡　本　A 郎

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、積水化学工業株式会社の平成１８年４月１日か

ら平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得る

ことを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、積水化学工業株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社であるSekisui America Corporationは平成

１９年４月６日に新たな事業承継会社Allen Extruders, LLC.を設立し、平成１９年４月１２日に同社にお

いてAllen Extruders, Inc.の事業を買収した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

印

印

印指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員



－32－

連結計算書類に係る監査役会の監査報告書　謄本

連 結 計 算 書 類 に 係 る 監 査 報 告 書

当監査役会は、平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８５期連結会計年度に係る連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見
として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算書類について取

締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が独立
の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。さらに、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１５９条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該連結会計年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

２．監査の結果
会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成１９年５月１４日

常勤監査役　　橘　A 克　也

常勤監査役　　A 井　正　志

社外監査役　　狩　野　紀　昭

社外監査役　　國　廣　　　正

印

印

印

印

積水化学工業株式会社　監査役会
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成１９年５月１０日
積水化学工業株式会社
取 締 役 会 御 中

新 日 本 監 査 法 人

公認会計士 重　松　孝　司

公認会計士 谷　上　和　範

公認会計士 岡　本　A 郎

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、積水化学工業株式会社の平成１８年４月

１日から平成１９年３月３１日までの第８５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及

びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

印

印

印指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員

指 定 社 員
業務執行社員



積水化学工業株式会社　監査役会

監 　 査 　 報 　 告 　 書

当監査役会は、平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８５期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける
ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、監

査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その
他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正
を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたし
ました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に
ついて検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１５９条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成１９年５月１４日

常勤監査役　　橘　A 克　也

常勤監査役　　A 井　正　志

社外監査役　　狩　野　紀　昭

社外監査役　　國　廣　　　正
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監査役会の監査報告書　謄本

印

印

印

印



議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、企業価値を増大させ、株主の皆様への利益還元を積極的に行うことを経営上

の重要課題の一つとして位置づけています。今後の株主還元につきましては、連結当期
純利益の30％を目途として、業績に応じた安定的な配当政策を実施していきます。
当期の期末配当につきましては、財務状況や通期の業績等を総合的に勘案したうえで、

株主の皆様のご支援にお応えするため、下記のとおりといたしたいと存じます。
１．配当財産の種類
金銭

２．配当財産の割当てに関する事項およびその総額　
当社普通株式 1株につき金 8円　　　配当総額　4,244,271,504円
なお、平成18年12月にお支払いした中間配当金（ 1株につき 6円）と合わせまして、
当期の年間配当金は 1株につき14円となります。

３．剰余金の配当が効力を生じる日
平成19年 6月29日

株主総会参考書類
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第２号議案 定款一部変更の件

現行定款の一部を次のとおり改めたいと存じます。
１．変更の理由
株主の皆様に対する経営陣の責任をより一層明確にするとともに、経営環境の変化
に対し迅速に対応するため、当社定款第22条を変更し、取締役の任期を 2 年から 1
年にするものです。

２．変更の内容
具体的な変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します）

（取締役の任期）
第22条　取締役の任期は、選任後 1年以内に
終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の時までとする。

（削　除）

（取締役の任期）
第２２条　取締役の任期は、選任後 2年以内に
終了する事業年度のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の時までとする。
２ 補欠又は増員により選任された取締役の任
期は、現任者の任期の満了する時までとする。

現　行　定　款 変　更　案
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第３号議案 取締役21名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員の任期が満了となりますので、取締役21
名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

1

2

3

氏　　名
（生年月日）

大久保　尚　武
（昭和15年 3月16日生）

昭和37年 8 月　当社入社
昭和63年 4 月　綜合開発室長
平成元年 6月　取締役就任
平成元年10月　購買部および東京購買部担当、綜合開発室長
平成 5年 1月　購買部および東京購買部担当、テクノマテリアル

事業本部長
平成 5年 6月　常務取締役就任、テクノマテリアル事業本部長
平成 9年 3月　綜合企画室および国際部担当
平成 9年 6月　専務取締役就任
平成11年 1 月　取締役副社長就任
平成11年 6 月　代表取締役社長就任

（現在に至る）

昭和46年 4 月　当社入社
平成14年 4 月　住宅カンパニー住宅事業部長
平成14年 6 月　取締役就任
平成16年 4 月　住宅カンパニープレジデント室長および住宅事業部

長
平成16年 6 月　常務取締役就任、住宅カンパニープレジデント室長
平成17年 4 月　専務取締役就任、住宅カンパニープレジデント

（現在に至る）

昭和50年 4 月　当社入社
平成14年 3 月　高機能プラスチックスカンパニー工業テープ事業

部長
平成14年 6 月　取締役就任、高機能プラスチックスカンパニーシニ

アバイスプレジデント兼工業テープ事業部長
平成16年 4 月　高機能プラスチックスカンパニーＩＴ関連ビジネス

ユニット担当
平成16年 6 月　常務取締役就任
平成17年 4 月　専務取締役就任、高機能プラスチックスカンパニー

プレジデント
平成19年 4 月　高機能プラスチックスカンパニープレジデント、Ｂ

Ｄ関連ビジネスユニット担当
（現在に至る）

189,242株

58,020株

47,762株

東　郷　逸　郎
（昭和23年 9月16日生）

松　永　B 善
（昭和26年 5月11日生）

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況
所有する
当 社 の
株式の数
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候補者
番　号

4

6

7

氏　　名
（生年月日）

伊　豆　D 次
（昭和19年 4 月26日生）

昭和46年 4 月　当社入社
平成11年 1 月　人事勤労部長
平成11年 6 月　取締役就任
平成13年 4 月　奈良事業所担当、人事勤労部長
平成14年 4 月　経営戦略部長
平成16年 4 月　経営戦略部長および総務･人事部長、全社コンプラ

イアンス担当
平成16年 6 月　常務取締役就任
平成17年 4 月　総務・人事部長および環境経営部長、全社コンプ

ライアンス、環境およびＣＳＲ担当
平成18年 7 月　専務取締役就任
平成19年 1 月　全社ＣＳ、コンプライアンス担当、法務部担当、

ＣＳＲ部長
（現在に至る）

昭和46年 4 月　当社入社
平成13年 3 月　住宅カンパニー開発統括部長
平成13年 6 月　取締役就任
平成14年 4 月　住宅カンパニープレジデント室長
平成16年 4 月　ＣＳ品質経営部長およびコーポレートコミュニケ

ーション部長、全社ＣＳ担当
平成16年 6 月　常務取締役就任
平成17年 4 月　経営戦略部長およびコーポレートコミュニケーシ

ョン部長
平成19年 1 月　コーポレートコミュニケーション部担当、経営戦

略部長
（現在に至る）

昭和49年 4 月　当社入社
平成13年 3 月　高機能プラスチックスカンパニー開発研究所長
平成14年 6 月　取締役就任、高機能プラスチックスカンパニーシ

ニアバイスプレジデント
平成15年 4 月　Ｒ＆Ｄ・テクノロジーセンター所長
平成16年 6 月　常務取締役就任
平成17年 4 月　ＣＳ品質経営部長およびＲ＆Ｄ・テクノロジーセ

ンター所長、全社ＣＳ担当
平成19年 1 月　ＣＴＯ、Ｒ＆Ｄセンター所長

（現在に至る）

45,458株

40,377株

62,531株

滝　谷　善　行
（昭和24年 2 月24日生）

5

昭和52年 4 月　当社入社
平成13年10月　環境・ライフラインカンパニー給排水システム事業

部長
平成16年 6 月　取締役就任、環境・ライフラインカンパニー管工機

材担当、給排水システム事業部長
平成16年10月　環境・ライフラインカンパニー管工機材担当
平成17年 4 月　常務取締役就任、環境・ライフラインカンパニープ

レジデント
平成18年 7 月　専務取締役就任

（現在に至る）

42,745株
田　頭　秀　雄

（昭和30年 1 月 7 日生）

吉　田　　　健
（昭和26年 5 月23日生）

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況
所有する
当 社 の
株式の数
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候補者
番　号

8

9

氏　　名
（生年月日）

根　岸　修　史
（昭和23年 3 月19日生）

昭和46年 4 月　当社入社
平成14年 4 月　経営管理部経理グループ長兼計画グループ長
平成15年 4 月　経営管理部長
平成15年 6 月　取締役就任
平成17年 4 月　常務取締役就任

（現在に至る）

＜他の法人等の代表状況＞
セキスイ･アメリカ･コーポレーション取締役社長
セキスイ ヨーロッパ Ｂ.Ｖ. 取締役社長

昭和51年 4 月　当社入社
平成13年 6 月　高機能プラスチックスカンパニー中間膜事業部長
平成16年 6 月　取締役就任、高機能プラスチックスカンパニーＡＴ

関連ビジネスユニット担当、中間膜事業部長
平成18年 9 月　高機能プラスチックスカンパニーＡＴ関連ビジネス

ユニット担当、国際部長
（現在に至る）

＜他の法人等の代表状況＞
セキスイ ケミカル オーストラリア ＰＴＹ取締役社長

35,609株

28,757株
江　夏　雄　二

（昭和28年 6 月 7 日生）

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況
所有する
当 社 の
株式の数

10

昭和49年 4 月　当社入社
平成13年 3 月　環境・ライフラインカンパニー土木システム事業部

複合管担当部長
平成15年 1 月　環境・ライフラインカンパニー強化プラスチック管

事業部長
平成17年 6 月　取締役就任、環境・ライフラインカンパニー管工

機材担当、強化プラスチック管事業部長
平成18年 4 月　環境・ライフラインカンパニー海外統括、プラン

ト資材事業およびインフラ複合材事業担当
（現在に至る）

＜他の法人等の代表状況＞
積水（青島）塑膠有限公司菫事長

25,903株
丸　下　芳　和

（昭和24年12月27日生）

11

昭和52年 4 月　当社入社
平成12年10月　高機能プラスチックスカンパニーファインケミカ

ル事業部長
平成15年 3 月　高機能プラスチックスカンパニー開発研究所長
平成17年 6 月　取締役就任、高機能プラスチックスカンパニーＩＴ

関連ビジネスユニット担当、開発研究所長
平成18年 4 月　高機能プラスチックスカンパニーＩＴ関連ビジネ

スユニット担当
（現在に至る）

20,903株
上　坂　外志夫

（昭和27年 3 月８日生）

12

昭和53年 4 月　当社入社
平成14年 4 月　住宅カンパニー住宅事業部生産・資材部長
平成17年 6 月　取締役就任
平成17年 7 月　住宅カンパニー技術担当、技術部長

（現在に至る）

15,607株宇　野　秀　海
（昭和28年 8 月13日生）
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候補者
番　号

14

15

氏　　名
（生年月日）

昭和48年 4 月　当社入社
平成13年 4 月　北海道セキスイハイム株式会社代表取締役社長

北海道セキスイファミエス株式会社代表取締役
北日本セキスイ工業株式会社代表取締役社長

平成18年 4 月　住宅カンパニー住環境事業部長
平成18年 6 月　取締役就任

（現在に至る）

昭和49年 4 月　当社入社
平成13年 4 月　環境・ライフラインカンパニー近畿支店長
平成16年 4 月　環境・ライフラインカンパニー東京支店長
平成18年 4 月　環境・ライフラインカンパニー営業統括、給排水

システム事業および建材事業担当
平成18年 6 月　取締役就任
平成19年 4 月　環境・ライフラインカンパニー営業統括、給排水

システム事業、建材事業および住宅資材関連事業
担当
（現在に至る）

20,463株

11,817株

小　林　啓　二
（昭和24年 6 月21日生）

周　藤　龍　夫
（昭和27年 1 月27日生）

16

13

昭和52年 4 月　当社入社
平成13年 3 月　高機能プラスチックスカンパニーメディカル事業

部長
平成18年 4 月　高機能プラスチックスカンパニーＭＤ関連ビジネス

ユニット担当、メディカル事業部長
平成18年 6 月　取締役就任

（現在に至る）

＜他の法人等の代表状況＞
セキスイメディカル電子株式会社代表取締役

昭和51年 4 月　当社入社
平成13年 7 月　名古屋セキスイハイム株式会社専務取締役
平成15年 4 月　名古屋セキスイハイム株式会社代表取締役社長
平成17年 6 月　取締役就任
平成17年10月　住宅カンパニープレジデント室長
平成18年 4 月　住宅カンパニー企画管理部長
平成19年 4 月　住宅カンパニー住宅事業部長兼企画管理部長

（現在に至る）

17,817株

19,607株

福　田　　　睦
（昭和26年10月 3 日生）

高　下　貞　二
（昭和28年11月14日生）

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況
所有する
当 社 の
株式の数
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候補者
番　号

18

19

氏　　名
（生年月日）

昭和55年 4 月　当社入社
平成13年 4 月　高機能プラスチックスカンパニー開発研究所水無

瀬研究所長
平成18年 4 月　高機能プラスチックスカンパニー開発担当、開発

研究所長
平成18年 6 月　取締役就任

（現在に至る）

昭和50年 4 月　当社入社
平成13年 3 月　環境・ライフラインカンパニー給排水システム事

業部設備配管担当部長
平成15年 1 月　環境・ライフラインカンパニープラント資材事業

部長
（現在に至る）

＜他の法人等の代表状況＞
積水三登股E有限公司董事長

11,817株

14,000株

中壽賀　　　章
（昭和30年 9 月19日生）

山　部　泰　男
（昭和25年10月 6 日生）

20

昭和53年 4 月　当社入社
平成14年 4 月　住宅カンパニー住宅事業部マーケティング部長
平成15年 4 月　住宅カンパニー中部支店長
平成17年 4 月　住宅カンパニー東京支店長

（現在に至る）

14,000株
渡　辺　博　行

（昭和30年 2 月12日生）

21

昭和55年 4 月　当社入社
平成14年 3 月　高機能プラスチックスカンパニー滋賀水口工場樹

脂製造部長
平成15年 3 月　高機能プラスチックスカンパニーファインケミカ

ル事業部長
（現在に至る）

50,000株
井　上　　　健

（昭和30年 8 月28日生）

17

昭和52年 4 月　当社入社
平成13年 3 月　環境・ライフラインカンパニー土木システム事業

部土木システム企画担当部長
平成15年 1 月　環境・ライフラインカンパニー環境土木システム

事業部長
平成18年 6 月　取締役就任
平成19年 4 月　環境・ライフラインカンパニーウッド事業推進部

担当、環境土木システム事業部長
（現在に至る）

12,817株
A 見　浩　三

（昭和29年 6 月15日生）

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況
所有する
当 社 の
株式の数

（注）各候補者と当社との間に利害関係はありません。
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（注） 1．各候補者と当社との間に利害関係はありません。
（注） 2．狩野紀昭、森本民雄の両氏は、社外監査役候補者であります。
（注） 3．社外監査役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。

（１）候補者の選任理由
①狩野紀昭氏につきましては、国内外の品質管理の進歩発展に多大な貢献をされ、そ
の経歴を通じて培った品質管理の専門家としての経験・顧客志向の経営に関する高
い見識を当社の監査に反映していただくため、社外監査役として選任をお願いする
ものであります。
②森本民雄氏につきましては、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関
する知見を当社の監査に反映していただくため、社外監査役として選任をお願いす
るものであります。

（２）候補者が当社社外監査役在任中に不正な業務の執行が行われた事実ならびに発生の
予防のために行った行為および発生後の対応の概要
狩野紀昭氏の在任中、当社はガス用ポリエチレン管および同継手のガス事業者向け
販売価格についてのカルテルを行った疑いがあることを理由として、独占禁止法第
47条第 1項第 4号の規定に基づく公正取引委員会の立入検査を受けました。
同氏は、日頃から取締役会において、主に顧客志向の観点から法令遵守についての
発言を行い、注意を喚起しておりました。当該事案発生後には、監査役会の一員と
して社外第三者弁護士を含めた調査委員会を設置することを提言するなど、その職
責を果たしております。

第４号議案 監査役２名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、監査役狩野紀昭氏の任期が満了となります。また、監
査体制の一層の充実を図るため監査役 1名を増員することとし、監査役 2名の選任をお願い
するものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

1

氏　　名
（生年月日）

狩　野　紀　昭
（昭和15年 4 月29日生）

昭和57年10月　東京理科大学工学部教授
平成12年10月　社団法人日本品質管理学会会長
平成14年11月　アジア クオリティ ネットワーク会長
平成15年 6 月　当社監査役就任
平成18年 6 月　東京理科大学名誉教授

（現在に至る）

20,000株

略歴、地位、担当および他の法人等の代表状況
所有する
当 社 の
株式の数

2
森　本　民　雄

（昭和16年 1 月14日生）

昭和39年 4 月　呉羽紡績株式会社（現・東洋紡績株式会社）入社
昭和43年 8 月　監査法人富島会計事務所（現・新日本監査法人）入所
平成12年 5 月　監査法人太田昭和センチュリー（現・新日本監査法

人）理事
平成17年 6 月　新日本監査法人退職

（現在に至る）

1,000株

（注）
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（３）候補者が過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に
関与したことがない候補者であっても社外監査役としての職務を適切に遂行するこ
とができるものと当社が判断した理由
①狩野紀昭氏につきましては、品質管理において高い実績をあげており、また、国際
的にも幅広い経験があり、顧客志向の経営に関する高い見識を有しているため、社
外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断します。
②森本民雄氏につきましては、公認会計士として企業財務・法務に精通しており、会
社経営に関する高い見識を有しておられることから、社外監査役としての職務を適
切に遂行いただけるものと判断します。

（４）候補者が当社の監査役であるときは監査役に就任してからの年数
狩野紀昭氏の当社社外監査役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって４年
であります。

（５）責任限定契約の内容の概要
当社は、狩野紀昭氏との間で会社法第423条第 1 項の賠償責任を限定する責任限定
契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間の上記
責任限定契約を継続する予定であります。また、本議案において、森本民雄氏の選
任が承認可決された場合、当社は同氏との間で上記責任限定契約を締結する予定で
あります。責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。
社外監査役は、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合において、そ
の職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第 1 項
に定める最低責任限度額を限度として、損害賠償責任を負うものとする。

第５号議案 役員賞与支給の件
当期末時点の取締役21名および監査役 4名に対し、当期の業績等を勘案して、役員賞与総

額227,190,000円（取締役賞与分210,990,000円、監査役賞与分16,200,000円）を支給することと
いたしたいと存じます。なお、各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については
取締役会に、監査役については監査役の協議によることにいたしたいと存じます。

第６号議案 取締役および監査役の報酬等の額改定の件
当社の取締役および監査役の報酬額につきましては、平成16年 6 月29日開催の第82回定

時株主総会において取締役の報酬の総額を月額5,000万円以内として、平成 6 年 6 月29日開
催の第72回定時株主総会において監査役の報酬の総額を月額700万円以内として、それぞれ
ご承認いただき、現在に至っております。
会社法の施行に伴い、従来の「報酬」は、同法第361条第 1 項および第387条第 1 項の規

定により、取締役および監査役の賞与ならびに取締役に付与する新株予約権等を含めた職
務執行の対価として「報酬等」と整理されました。これを踏まえ、今後の報酬等の額につ
きましては、中期経営ビジョン推進による今後の業績の拡大ならびに監査体制の一層の充
実化等を勘案いたしまして、取締役の報酬等の総額を年額1,100百万円以内、監査役の報酬
等の総額を年額120百万円以内に改定させていただきたいと存じます。なお、取締役の報酬
等の総額には、使用人兼務取締役の使用人としての職務に対する給与および賞与等は含ま
ないものといたします。現在の取締役は21名、監査役は 4 名（うち社外監査役は 2 名）で
ありますが、第 3 号議案および第 4 号議案が原案どおり承認されますと、取締役は21名、
監査役は 5名（うち社外監査役は 3名）となります。
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第７号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件

会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社関係会社の代表取締役およ
び一部取締役ならびに幹部従業員に対し、ストックオプションとして発行する新株予約権
の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつき、ご承認をお願いするものであり
ます。

１．新株予約権を発行する理由
当社関係会社の代表取締役および一部取締役ならびに幹部従業員に業績向上や企業価

値の増大、株主重視の経営意識を高めるためのインセンティブを与えることを目的とす
るものであります。

２．新株予約権の割当を受ける者
当社関係会社の代表取締役および一部取締役ならびに幹部従業員。

３．新株予約権の内容

（1）新株予約権の目的となる株式の種類および数
当社普通株式50万株を上限とする。
なお、当社が株式分割または株式併合等を行う場合、次の算式により目的となる株式
の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点
で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の
結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率

（2）発行する新株予約権の総数
500個（新株予約権１個あたりの目的となる株式数は1,000株）を上限とする。
ただし、前記（1）に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。

（3）新株予約権と引換えに払込む金銭
新株予約権と引換えに金銭を払込むことを要しない。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付
を受けることができる株式 1 株あたりの払込金額（以下｢行使価額｣という｡）に付与
株式数を乗じた金額とする。行使価額は、以下のとおりとする。
新株予約権割当日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における東京
証券取引所の当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、1 円
未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が新株予約権割当日の終値（取引が成立
しない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合には、当該終値の価額とす
る。
なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合等を行う場合は、次の算式
により行使価額を調整し、調整により生ずる 1円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
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また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株
を発行または自己株式を処分（新株予約権の行使により新株を発行する場合を含まな
い）する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端
数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

なお、上記の算式において、｢既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が
保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行
株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。
さらに、新株予約権の割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社
の株式の普通株式への配当を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない
事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

（5）新株予約権の行使期間
平成21年 7 月 1 日から平成24年 6 月30日までとする。

（6）新株予約権の行使の条件
①新株予約権者は、行使時においても当社または当社関係会社の取締役もしくは従業
員の地位にあることを要する。ただし、当社または当社関係会社の取締役を任期満
了により退任した場合、または定年により退職した場合、その他正当な理由のある
場合はこの限りでない。
②新株予約権の質入、その他一切の処分は、認めない。
③その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結
する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

（7）新株予約権の譲渡制限
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を必要とする。

（8）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金
①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社
計算規則第40条第 1 項に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額と
し、計算の結果 1円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げる。
②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、
前記①の資本金等増加限度額から前記①に定める増加する資本金の額を減じた額と
する。

（9）その他の新株予約権の募集事項については、別途開催される取締役会の決議において
定める。

以　上　

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
時　価

新規発行株式数 × １株当たり払込金額
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インターネット等による議決権行使についてのご案内

インターネット等により議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行
使していただきますようお願い申しあげます。なお、ご不明な点等がございましたら、
お早めに下記のヘルプデスクへお問い合わせください。

1．株主様以外の他人による不正アクセス“なりすまし”や議決権行使内容の改ざ
んを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワー
ド」の変更をお願いすることになりますので、ご了承願います。なお、株主総
会の招集のつど、新しい「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご通知い
たします。

2．インターネットによる議決権行使は、株主総会前日の平成19年 6 月27日（水曜
日）の午後 5 時30分まで受付いたしますが、集計の都合上、お早めに行使され
ますようお願いいたします。

3．議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、
インターネットによる議決権行使の内容を有効なものとして取り扱わせていた
だきます。

4．インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使
された内容を有効とさせていただきます。

5．携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo !ケータイのいずれ
かのサービスをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信
（SSL通信）および携帯電話情報送信が不可能な機種には対応しておりません。

6．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（ダイヤルアップ接続料
金・電話料金等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電話をご利用の
場合は、パケット通信料・その他携帯電話利用による料金が必要になりますが、
これらの料金も株主様のご負担となります。

7．機関投資家の皆様につきましては、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使
プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、当社株主総会におけ
る電磁的方法による議決権行使の方法として、当該プラットフォームをご利用
いただくことができます。

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

（注）「iモード」は株式会社NTTドコモ、「EZweb」はKDDI株式会社、「Yahoo !」は米国Yahoo! Inc .の商標または
登録商標です。

電話（通話料無料）：0120 - 173 - 027（受付時間　9：00～21：00）

システム等に関するお問い合わせ
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株主総会会場ご案内図


